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認定ＮＰＯ法人 喜房会 
 

 

 

重要事項説明書 
 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（彦根市 指定 第 2590200305 号） 

 

令和 8年 1 月 1 日 現在 

当事業所はご契約者に対して指定小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護サービス・

（介護予防）短期利用小規模多機能型居宅介護サービスを提供します。事業所の概要や提供される

サービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 

 
※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援・要介護」と認定された方が 

対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 

 

 

目 次 

 

① 事業者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

② 事業所の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

③ 事業実施地域及び営業時間 ・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

④ 職員の配置状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

⑤ 当事業所が提供するサービスと利用料金 ・・・・・・・・・ 5 

⑥ 苦情の受付について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

⑦ 運営推進会議の設置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

⑧ 協力医療機関、バックアップ施設 ・・・・・・・・・・・・13 

⑨ サービス利用にあたっての留意事項 ・・・・・・・・・・・13 

⑩ 非常火災時の対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

⑪ 衛生管理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

⑫ 秘密の保持 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

⑬ 個人情報の保護 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

⑭ 高齢者虐待防止について ・・・・・・・・・・・・・・・・14 

⑮ 身体的拘束等について ・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

⑯ 緊急時・看取り介護対応について ・・・・・・・・・・・・16 



3 
 

1. 事業者 

（1） 法人名     認定ＮＰＯ法人 喜房会 

（2） 法人所在地   滋賀県彦根市後三条町４６８番地 

（3） 電話番号    ０７４９－２６－３１３５ 

（4） 代表者氏名   代表理事 谷澤 幸治 

（5） 設立年月    ２００７年（平成１９）年９月２５日 

 

2. 事業所の概要 

（1） 事業所の種類  指定小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護事業所 

（介護予防）短期利用小規模多機能型居宅介護事業所 

（2） 事業所の目的  住み慣れた地域で生活するために、介護保険法令に従い利用者が 

自宅で可能な限り暮らし続けられるような生活の支援を目的とし 

て、通いサービス、訪間サービス、宿泊サービスを柔軟に組み合わ 

せてサービスを提供します。 

（3） 事業所の名称    ぶどうの家 芹橋 

（4） 事業所の所在地   滋賀県彦根市芹橋２丁目９番４２号 

（5） 電話番号      ０７４９－２１－４７７０ 

（6） 管理者氏名     居川 勉 

（7） 当事業所の理念 『そっと支え にこっと助け合い いっしょに生きる』 

  行動目標    自分も相手も大切に、穏やかな心、あたたかい笑顔、誠実な行動 

（8） 開設年月    ２０１７年（平成２９）年４月１日 

（9） 登録定員    ２９名（通いサービス定員１４名、宿泊サービス定員４名） 

（10） 居室等の概要  当事業所では、以下の居室・設備をご用意しています。宿泊サー  

ビスの際に利用される居室は個室ですが、２人部屋など他の種類の 

利用をご希望される場合は、その旨をお申し出ください（ただし、 

ご契約者の状況や居室の空き状況によりご希望に添えない場合も 

あります） 

居室・設備の種類 室数 備 考 

LDK ホール １室 ５１．１３㎡ （休憩室８．７０㎡） 

宿
泊
室 

個 室 ４室 ７．４５㎡×４室 

2 人部屋 １室 １４．９㎡（個室の間仕切り取り外し使用可能） 

合 計 ４室 （2人部屋の使用時は個室２室になります。） 

居室 ７．４５㎡ 

食堂 ５１．１３㎡ 

浴室・脱衣場 １０．２１㎡ 

消防設備 自動火災報知機・ガス漏れ探知機・非常用照明 ・誘導灯 

消火器 ・スプリンクラー 

その他 トイレ３か所 
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3. 事業実施地域及び営業時間 

（1）通常の事業の実施地域      彦根市 

   ※上記以外の地域の方は原則として当事業所のサービスを利用できません。 

 

（2）営業日及び営業時間 

 営業日 年中無休 

通いサービス 月 ～ 日  ７時００分から２２時００分まで 

訪問サービス 月 ～ 日  ２４時間 

宿泊サービス 月 ～ 日  ２２時００分から７時００分まで 

 

4. 職員の配置状況 

 当事業所では、ご契約者に対して指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスを提供する

職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

＜主な職員の配置状況＞ ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

従業員の職種 常勤 非常勤 常勤換算 指定基準 職務の内容 

１.管理者 １人  １人 １人 事業内容調整 

２.介護支援専門員 

（計画作成担当者） 
1 人  １人 １人 

サービスの調整 

相談業務 

３.介護職員 
2 人 6 人 7 人 5 人 

日常生活の支援 

相談業務 

４.看護職員   １人  １人 健康チェック等の医療業務 

※常勤換算 

職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当業所における常勤職員の所定勤務時間数（例:週

40 時間）で除した数です。（例）週８時間勤務の介護職員が５名いる場合、常勤 

換算では、１人（８時間×５人÷40 時間＝1人）となります。 

 

＜主な職種の勤務体制＞ 

職 種 勤務体制 

１.管理者 勤務時間：８時３０分から１７時１５分 

２.介護支援専門員 勤務時間：８時３０分から１７時１５分 

３.介護職員 

日勤時間：８時３０分から１７時１５分 

夜勤時間：１７時００分から９時１５分 

 その他、利用者及び契約者の状況に対応した勤務時間を設定します。 

４.看護職員 日勤時間：９時００分から１２時１５分 
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5. 当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、ご契約者に対して以下の２つのサービスを提供します。 

（1）利用料金が介護保険から給付される場合(介護保険の給付の対象となるサービス) 

（2）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

(介護保険の給付対象とならないサービス) 

 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照）（1 割負担の場合） 

 以下のサービスについては、利用料金の９割～７割が介護保険から給付され、利用者の自己負担

は費用全体の１割～３割の金額となります。ア～ウのサービスを具体的にそれぞれどのような頻度、

内容で行うかについては、ご契約者と協議の上、（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画に定めま

す。 

 

＜サービスの概要＞ 

ア）通いサービス 

  事業所のサービス拠点において、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練を提供し

ます。 

食事      食事の提供及び食事の介助をします。 

調理場で利用者が調理することができます。 

           食事サービスの利用は任意です。 

           身体状況・嗜好・栄養バランスに配慮した食事を提供いたします。 

   入浴      入浴または清拭を行います。 

           衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身の介助を行います。 

           入浴サービスの利用は任意です。 

 

   排泄      利用者の状況に応じて適切な排せつの介助を行うとともに、排せつ 

の自立についても適切な援助を行います。 

   

機能訓練    利用者の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止する 

よう努めます。 

 

健康チェック  血圧測定・体重測定等、利用者の健康状態の把握に努めます。 

 

   送迎サービス  ご契約者の希望により、ご自宅と事業所間送迎サービスを行います。 
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イ）訪問サービス 

  ・利用者の自宅にお伺いし、食事や入浴、排泄等の日常生活上の援助を提供します。 

  ・訪問サービス実施のための必要な備品等（水道・ガス、電気を含む）は無償で使用さ 

せていただきます。 

  ・訪問サービスの提供にあたって、次に該当する行為はいたしません。 

① 医療行為 

② ご契約者もしくはその家族等からの金銭または高価な物品の授受 

③ 飲酒及びご契約者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

④ ご契約者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

⑤ その他契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

 

ウ）宿泊サービス 

・事業所に宿泊していただき、食事、入浴、排泄等の日常生活上の援助を提供します。 

 

＜介護サービスの利用料金＞ 

 ア 通い・訪問・宿泊(介護費用分)すべてを含んだ一月単位の包括費用の額利用料金は 

１か月ごとの包括費用(定額)です。 

 

下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額を

除いた金額(自己負担額)をお支払いください。 

 (利用料金は、ご契約者の要支援・要介護度に応じて異なります) 

 

※令和６年４月現在 彦根市の地域区分は 6級地のため、１単位あたりの単価は 10.33 円です。 

① 1 ヶ月の基本単位数 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

3,450 単位 6,972 単位 10,458 単位 15,370 単位 22,359 単位 24,677 単位 27,209 単位 

② ご契約者の要介護度とサービス利用料金（月額） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

35,638 円 72,020 円 108,031 円 158,772 円 230,968 円 254,913 円 281,068 円 

③ ②のうちサービス利用料に係る自己負担月額（１割負担の場合） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

3,564 円 7,202 円 10,804 円 15,878 円 23,097 円 25,492 円 28,107 円 
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＜（介護予防）短期利用小規模多機能型居宅介護サービス利用料＞ 

① 1 日の基本単位数 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

424 単位 531 単位 572 単位 640 単位 709 単位 777 単位 843 単位 

② ご契約者の要介護度とサービス利用料金（１日額） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

4,379 円 5,485 円 5,908 円 6,611 円 7,323 円 8,026 円 8,708 円 

③ ②のうちサービス利用料に係る自己負担月額（１割負担の場合） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

438 円 549 円 591 円 662 円 733 円 803 円 871 円 

 

加算項目 内 容 単位数 

負担額 

（1 割）(基

準額) 

該当○ 

初期加算 

１日 30 単位 利用開始から 30 日

間※小規模多機能型(介護予防小規模

多機能型)居宅介護事業所に登録した

日から起算して 30 日以内の期間､30

日を超える入院 をされた後に再び

利用を開始した場合も同様です。 

30 31 円/日 ○ 

認知症加算 

※要介護者のみ 

Ⅰ：認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ

以上の者に対して、専門的な認知症ケ

アを実施した場合。事業所の従業者に

対して、認知症ケアに関する留意事項

の伝達又は技術的指導に係る会議を

定期的に開催。認知症介護指導者研修

修了者を１名以上配置し、事業所全体

の認知症ケアの指導等を実施。 介護

職員、看護職員ごとの認知症ケアに関

する研修計画を作成し、実施又は実施

を予定。 

920 951 円/月  

Ⅱ：認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ

以上の者に対して、専門的な認知症ケ

アを実施した場合。事業所の従業者に

対して、認知症ケアに関する留意事項

890 920 円/月 〇 
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の伝達又は技術的指導に係る会議を

定期的に開催 

Ⅲ：日常生活に支障をきたすおそれの

ある症状・行動が認められる介護を要

する場合（認知症自立度Ⅲランク以

上）Ｉ 

760 785 円/月  

Ⅳ：要介護２ 

認知症自立度 II ランク以上 
460 476 円/月 ○ 

看護職員配置加算 

 ※要介護者のみ 

（Ｉ） 常勤の看護師を１名以上配

置している場合 
900 930 円/月 

  

（Ｈ） 常勤の准看護師を１名以上

配置している場合 
700 724 円/月 

  

（Ⅲ） 看護職員を常勤換算法で１

名以上確保している場合 
480 496 円/月 

  

総合マネジメント体制   

強化加算 Ⅰ 

地域における活動への参加の機会を

確保している等の要件を満たしてい

る。 

1,200 1,240 円/月  

総合マネジメント体制   

強化加算 Ⅱ 

（１）個別サービス計画について、

利用者の心身の状況や家族を取り巻

く環境の変化を踏まえ、 

介護職員（計画作成責任者）や看護

職員等の多職種協働により、随時適

切に見直しを行っている。 

（２）地域の病院、診療所、介護老

人保健施設等に対し、事業所が提供

することのできるサービスの 

具体的な内容に関する情報提供を行

っている。 

800 826 円/月  
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訪問体制強化加算 

※要介護者のみ 

訪問を担当する常勤の従業者を２名

以上配置し、事業所における全ての

訪問提供回数が１月あたり延べ２０

０回以上である場合 

1,000 1,033 円/月  

サービス提供体制強化 

加算 

（Ｉ）介護職員の総数に占める介護

福祉土の割合が７０％以上もしくは

勤続１０年以上介護福祉土２５％以

上の場合 

750 775 円/月  

（Ⅱ）介護職員の総数に占める介護

福祉土の割合が５０％以上の場合 
640 662 円/月  

（Ⅲ）以下のいずれかに該当する場

合①介護福祉土４０％以上②常勤職

６０％以上③勤続７年以上の者が３

０％以上 

350 362 円/月 ○ 

若年性認知症利用者 

   受入加算 

若年性認知症利用者に対して小規模

多機能居宅介護を行つた場合 
800 827 円/月 

  

生活機能向上連携加算 

    （Ｉ） 

当事業所の計画作成責任者が、訪問

リハビリテーション事業所等の医師

等の助言に基づき、生活機能の向上

を目的とした(介護予防)小規模多機

能型居宅介護計画を作成し、当該計

画に基づくサービスを実施した場合 

100 104 円/月 

  

生活機能向上連携加算    

（Ⅱ） 

訪問リハビリテーション事業所等が

利用者の居宅を訪問する際に、当事

業所の計画作成責任者が同行する

等、利用者の状態評価を共同で行

い、生活機能の向上を目的とした(介

護予防)小規模多機能型居宅介護計画

を作成し、当該計画に基づくサービ

スを実施した場合 

200 207 円/月  

口腔・栄養スクリーニン

グ加算 

職員が利用開始日及び利用中 6 ケ月

毎に利用者の口腔の健康状態、栄養

状態について確認を行い、利用者の

栄養状態に関する情報を担当する介

護支援員に提供した場合 

20 21 円/回  
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認知症行動・心理症状緊

急対応加算 

（短期利用居宅介護費） 

医師が、認知症の行動・心理症状が

認められるため、在宅での生活が困

難であり、緊急に短期利用居宅介護

を利用することが適当であると判断

した者に対し、サービスを行った場

合 

200 207 円/日  

科学的介護推進体制加算 

利用者の、ＡＤＬ、栄養状態、口 

腔機能、認知症等の入所者の心身 

の状況等の基本的な情報を、厚生 

労働省に提出する。必要に応じて 

サービス計画を見直すなど、サー 

ビスの提供に当たって､上記の情 

報その他サービスを適切かつ有効 

に提供するために必要な情報を活 

用する。 

40 42 円/月  

 

※本人の合計所得金額が１６０万円未満の場合。年金と年金以外の所得が単身世帯で２８０万円

未満、または 2人以上世帯で３４６万円未満となる方が原則１割負担となります。 

※単身世帯で年金と年金以外の所得が２８０万円以上（月収２３.３万円以上）、夫婦世帯で３４

６万円以上（２８.８万円以上）となる方が原則２割負担となります。 

※単身世帯で年金と年金以外の所得合計が３４０万円以上（月収２８.３万円以上）、夫婦世帯で

４６３万円以上（３８.５万円以上）となる方が３割負担となります 

 

☆介護職員等処遇改善加算 
□介護職員等処遇改善加算Ⅱ 14.6 パーセントの加算となります。 

 

☆（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所の利用料金は月ごとの包括料金ですので、契約者の

体調不良や状態の変化等により小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護計画に定めた

期日よりも利用が少なかった場合、または小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護計

画に定めた期日よりも多かった場合であっても、日割りでの割引または増額はいたしません。 

☆月途中から登録した場合または登録を終了した場合は登録した期間に応じて日割りした料金をお

支払いいただきます。この場合の登録日及び登録終了日とは、以下の日を指します。 

   登録日・・・利用者が当事業所と利用契約を結んだ日ではなく、通い・訪問・宿泊のいずれ         

かのサービスを実際に利用開始した日 

   登録終了日・・・利用者と当事業所の利用契約を終了した日 

☆（介護予防）短期利用居宅介護利用料金は（介護予防）短期利用居宅介護利用の介護サービス利用

料金にて 1か月ごとに計算します。 

☆ご契約者がまだ要支援・要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいった

んお支払いいただきます。要支援・要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険
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から払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために

必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

☆ご契約者に提供する食事及び宿泊に係る費用は別途いただきます（下記（2）ア及びイ参照） 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更

します。 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第６条参照） 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。  

＜サービスの概要と利用料金＞ 

ア 食事の提供（食事代）料金：朝食 300 円 昼食 750 円 夕食 750 円 おやつ 100 円 

ご契約者に提供する食事 1食に要する費用です。 

イ 宿泊に要する費用  料金：1泊 3,500 円 

ご契約者に提供する宿泊サービスに要する費用です。（お部屋代金） 

ウ おむつ代      料金：実費  

S パット 30 円・Mパット 40 円・Lパット 80円・紙オムツ 100 円・紙パンツ 100 円 

エ レクリエーション、クラブ活動 料金：実費（材料費等） 

ご契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加して頂くことができます。 

オ 複写物の交付    料金：1枚 5円（白黒） 

    ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とす 

る場合には実費をご負担いただきます。 

カ 洗濯代        料金：1回 100 円 

独居や自宅で洗濯ができないご契約者に、事業所で洗濯をする場合に電気代・洗剤・洗濯機 

械に要する費用です。 

 キ その他  

    経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあ

ります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 2 か月前までに

ご説明します。また個人で使用する必要な物品については自費をご負担いただきます。 

 

☆ （介護予防）小規模多機能型居宅介護登録者は他の介護サービスは、訪問看護、福祉用具貸与、

訪問リハビリテーション以外は介護保険利用できません。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第６条参照） 前記（2）の料金・費用は、1ケ月ごとに計算

し次のいずれかの方法により請求月 ２０日までにお支払いください。 

① 事業所での現金支払 

② 銀行振込み 【銀行振込の場合】 

※お振込みの際の手数料はご利用者様ご負担でお願い申し上げます。 

関西みらい銀行 彦根支店 

普通預金 ２１６６７３２  認定ＮＰＯ法人 喜房会 代表理事 谷澤 幸治 
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滋賀銀行 彦根支店 

 普通預金  ３６７３４８ 認定ＮＰＯ法人 喜房会 代表理事 谷澤 幸治 

ゆうちょ銀行 

 （記号）１４６４０ （番号）２４４２９０２１ 

  認定ＮＰＯ法人 喜房会 ぶどうの家 芹橋 

③ 自動口座引落し （関西みらい銀行・滋賀銀行・ゆうちょ銀行のみ取り扱い可能） 

 

（４）利用の中止、変更、追加（契約書第 7 条参照） 小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）

居宅介護サービスは、小規模多機能型（介護予防 小規模多機能型）居宅介護計画に定められ

た内容を基本としつつ、契約者の日々の様態、希望等を勘案し、適時適切に通いサービス、訪

問サービスまたは宿泊サービスを組み合わせて介護を提供するものです。 

 

☆ 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居 

宅介護サービスの利用を中止または変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することがで 

きます。この場合には原則としてサービスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。 

 

前記（1）の介護保険の対象となるサービスについては、利用料金は 1か月ごとの包括費用（定 

額）のため、サービスの利用回数等を変更された場合も 1ケ月の利用料は変更されません。※

※（介護予防）短期利用居宅介護は利用回数に応じて変更されます。 

前記（2）の介護保険の対象外のサービスについては、利用予定日の前日までに申し出がなく、

当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただ

く場合があります。ただしご契約者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではあり

ません。 

利用予定日の前日までに申し出があった 無  料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 食事代金のみ徴収します 

☆ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望する日

時にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

 

（５）小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護計画について 

小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護サービスは、利用者一人ひとりの人格

を尊重し、住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活

動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通

いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、地域での暮ら

しを支援するものです。 

事業者は、ご契約者の状況に合わせて適切にサービスを提供するために、ご契約者と協議の

上で小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護計画を定め、またその実施状況を評 

価します。計画の内容及び評価結果等は書面に記載してご契約者に説明の上交付します。 
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６．苦情の受付について（契約書第 20 条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付窓口（担当者） 管理者   居川 勉 

○受付時間 毎週月曜日～金曜日 10：00～17：00  

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

彦根市役所 

彦根市高齢福祉推進課（彦根市立病院敷地内

くすのきセンター２階） 

所在地   彦根市八坂町１９００番地４ 

電話番号  ０７４９－２４－０８２８ 

ＦＡＸ   ０７４９－２４－５８７０ 

国民健康保険団体連合会 介護保険課 所在地   大津市中央４丁目５－９ 

電話番号  ０７７－５２２－００６５ 

ＦＡＸ   ０７７－５１０－６６０６ 

滋賀県社会福祉協議会 所在地   大津市笠山７丁目８－１３８ 

電話番号  ０７７－５６７－３９２０ 

ＦＡＸ   ０７７－５６７－３９２３ 

７．運営推進会議の設置 

当事業所では、（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供にあたり、サービスの提供状況につい

て定期的に報告するとともに、その内容等についての評価、要望を受けるため、下記のとおり運営

推進会議を設置しています。 

＜運営推進会議＞  

構 成：利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、地域包括支援センター職員、 

協力医療機関、小規模多機能型居宅介護について知見を有する者等 

開 催：隔月で開催。  

会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します。 

 

８．協力医療機関 

  当事業所では、各利用者の主治医との連携を基本としつつ、病状の急変等に備えて以下 の医療

機関を協力医療機関として連携体制を整備しています。 

＜協力医療機関＞ 

医療法人 中西医院    所在地   滋賀県彦根市芹橋２－９－１４ 

             電話番号  ０７４９－２２－１１５２ 

 

９．サービス利用にあたっての留意事項 

 ○サービス利用の際には、介護保険被保険者証・負担割合証を提示してください。 

○事業所内の設備や器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用により破損 

等が生じた場合、弁償していただく場合があります。 

○他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。 
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○所持金品は、自己の責任で管理してください。 

○事業所内での他の利用者の対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。 

 

１０．非常火災時の対応 

非常火災時には、別途定める消防計画に則って対応を行います。また、避難訓練を年 2 回、契 

約者も参加して行います。 

＜消防用設備＞ 

・自動火災報知機・ガス漏れ探知機・非常用照明・誘導灯・消火器・スプリンクラー 

 

１１．衛生管理について 

事業所の設備及び備品等については、消毒等の衛生的な管理に努めます 

また、空調設備により適温の確保に努めます 

従業員の健康管理を徹底し、従業員の健康状態によっては、利用者との接触等の行為を制限 

する等の措置を講ずるとともに、従業員に対して手洗い、うがいを励行する等、衛生教育の徹底 

を図っています。 

利用者にも手洗い、うがい等を励行する等をさせて頂きます 

 ○感染症対策マニュアル 

Ｏ－１５７、ノロウイルス、インフルエンザ等の感染症対策マニュアルを整備し、従業員に周知 

徹底していきます。また、従業員への衛生管理に関する研修を年 1 回以上行います 

 

１２．秘密の保持（契約書第 10 条参照） 

 ○利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

事業所及び従業員は、サービス提供をするうえで知り得た利用者及びその家族に関する秘密

を正当な理由なく第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務はサービス提供契約が終了

した後も継続します 

○従業員に対する秘密の保持について 

就業規則にて従業員は、サービスを提供するうえで、知り得た利用者及びその家族に関する秘

密を保持する義務を規定しています。また、その職を辞した後にも秘密の保持義務があります。 

 

１３．個人情報の保護（契約書第 11 条参照） 

○事業所は、利用者及びその家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議 

等において利用者の個人情報を用いません。 

 ○事業所は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物については、管理者の注意 

をもって管理し、また、処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします 

 

１４．高齢者虐待防止について（契約書第 23 条参照） 

 ○高齢者虐待防止等のための取り組み 

事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等の為に、次にあげる通り必要な措置を講じ 
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ます 

・研修等を通じて、従業員の人権意識の向上や知識・技術の向上に努めます 

・従業員が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業員が利用者等 

の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます 

 

１５．身体的拘束等について（契約書第 24 条参照） 

 ○身体的拘束等の禁止 

   事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 場

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束」という） を行

いません。 

 

 ○緊急やむを得ない場合の検討 

   緊急やむを得ない場合に該当する、以下の要件をすべて満たす状態であるか、管理者及び 介

護支援専門員、介護職員・看護職員等により検討会議等を行います。 また、経過観察記録を整

備します。 

   ・当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高い場合 

   ・身体的拘束等を行う以外に代替する介護方法がない事 

   ・身体的拘束等が一時的であること 

  

○家族への説明 

   緊急やむを得ない場合は、あらかじめ利用者の家族に、身体的拘束等の内容・目的・理由 拘

束等の時間帯・期間等を詳細に説明し、同意を文書で得た場合のみ、その条件と期間内 におい

てのみ行うものとします。 

○身体的拘束等の記録 

   身体的拘束等を行う場合には、上記の検討会議録・利用者の家族への説明、経過観察や再検

討の結果等を記録します。 

 

○再検討 

   身体的拘束等を行った場合には、日々の心身の状態等の経過観察を行い検討会議にて、拘束

の必要性や方法に関する再検討を行い、要件に該当しなくなった場合は、直ちに身体的拘束等

を解除します。また、一時的に解除して状態を観察する等の対応も考えます。 

 

 前項の規程による身体的拘束等を行う場合には、あらかじめ利用者の家族に、 利用者の心身の状

況、緊急やむを得ない理由、身体的拘束等の態様及び目的、身体 的拘束等を行う時間、期間等の説

明を行い、同意を文書で得た場合のみ、その条件 と期間内においてのみ行ないます。 
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１６．緊急時・看取り介護対応について 

 ○変化していく身体状況や介護内容について、定期的に医師からの説明を伺い、利用者・家族の 

意向に沿った適切な対応を行ないます 

 ○利用者・家族の変化により、意思確認書を定期的に確認し同意を得ます 

 

指定小規模多機能型（介護予防小規模多機能型）居宅介護サービスの提供の開始に際し、本書面

に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

 

令和 6 年   月   日 

 

 

 

小規模多機能型居宅介護事業所 ぶどうの家 芹橋 

 説明者職名           職   名   管理者 

                 氏   名   居川 勉        ㊞ 

 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受けました。 

 

                 本 人 住 所 〒 

                         

 

                 氏   名               ㊞ 

 

 

 

 

 

                 保 証 人 

                 代 理 人 

住    所 〒 

                         

 

                  氏   名              ㊞ 


